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◎

27,840 人　　 【前月比 13 人　　（ 0.0% ）　　減 】
23,660 人　　 【前月比 769 人　　（ 3.4% ）　　増 】

◎

10,055 人　　 【前月比 443 人　　（ 4.6% ）　　増 】
5,441 人　　 【前月比 123 人　　（ 2.3% ）　　増 】

◎ 令和５年２月の雇用失業情勢判断

Ⅰ

図表１ 図表２

 （注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和４年12月以前の数値は、令和５年１月分公表時に新季節指数により改訂されている。

(令和5年2月)

【照会先】
　青森労働局職業安定部
　　職業安定課長　　　　鈴木　彰
　　地方労働市場情報官　小野　仁
　　　電話　017（721）2000

有効求人倍率　　１．１８倍【前月比０．０４ポイント低下】
有効求人数
有効求職者数

青森県の雇用失業情勢について

下記Ⅰの①参照

※　記載の数値は季節調整値（「補足資料」P6参照）

青森労働局発表
令和５年３月30日

テレビ・ラジオ・インターネット ３月31日 ８時30分解禁

新聞　４月１日 朝刊解禁

新規求人倍率　　１．８５倍【前月比　０．０４ポイント上昇】
新規求人数
新規求職者数

①　有効求人倍率は、令和３年４月から23か月連続で１倍以上。全国順位40位

下記Ⅰの②参照

有効求人数・求職者数及び有効求人倍率の推移

　青森県の雇用失業情勢は、緩やかに持ち直している。新型コロナウイルス感染症や
物価上昇等が雇用に与える影響に留意する必要がある。

②　新規求人倍率は、平成25年６月から117か月連続１倍以上。

求人・求職の状況（季節調整値）

新規求人数・求職者数及び新規求人倍率の推移
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Ⅱ

対前年増減数
（人）

対前年増減率
（％）

Ⅲ

Ⅳ

図表４

24,942 6,463 5,342 4,268 1,510 984 2,315 1,528 1,228 1,304

27,776 7,283 7,164 5,107 1,100 1,202 1,665 1,708 1,595 952

0.04 0.12 ▲0.04 0.09 ▲0.17 0.04 0.12 0.05 0.07 0.00

有効求人数（人）

　安定所別有効求人倍率の状況（原数値）・・・「職業安定業務取扱月報」P12参照

安定所別有効求人倍率の状況

　新規求職の状況（原数値）・・・「補足資料」P1項目2、「職業安定業務取扱月報」P6参照

10.7

　      新規求人数は、前年同月比8.4％（803人）増加の10,320人。

　　 新規求職者数は、前年同月比4.9％（246人）増加の5,311人。

※　本資料で使用する求人に関する数値は受理地別によるものである。

対前年同月比（ポイント）

令和5年2月

▲ 15

44.4

令和5年2月

87 85 307 202 ▲ 24

▲ 0.6 ▲ 1.8

有効求職者数（人）

27.56.8

　　　　【増加した産業】
建設業 29人（1,378人→1,407人） 2.1％

医療，福祉 40人（2,267人→2,307人） 1.8％
　　　　【減少した産業】前年同月比３０％以上の業種を掲載

宿泊業，飲食サービス業　▲313人（868人→555人）　▲36.1％

　②　主要産業における新規求人の状況・・・「補足資料」P3、「職業安定業務取扱月報」P9参照

　①　新規求人の状況・・・「補足資料」P1項目4、「職業安定業務取扱月報」P7参照

  新規求人の状況（原数値）
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Ⅴ

　

年月 求人倍率

令和4年9月 1.18

令和4年10月 1.19

令和4年11月 1.18

令和4年12月 1.22

令和5年1月 1.22

令和5年2月 1.18

参考　１　雇用失業情勢判断の推移

有効求人倍率が19か月連続で１倍以
上

雇用情勢判断

【事業主】人材の育成・活性化や確保等に取り組む事業主を支援します。また、業況の厳しい事業主については、引き続
　　　　　　き雇用調整助成金等の各種助成金の活用を促し、労働者の雇用維持・継続の取り組みを支援します。
【求職者】雇用の確保を図るため求職者ニーズを踏まえた求人開拓を実施するとともに、各種セミナー、企業説明会の開
　　　　　　催など求人と求職のマッチング機会を確保し、併せて公的職業訓練の受講あっせん等による再就職支援を積極
　　　　　　的に行います。

【県内ハローワークにおける取組】
　（青森）4/10 福祉のお仕事ガイド入門セミナー
　（八戸）求人事業所説明会（日程調整中）
　（黒石）4/19 会社説明会・ミニ面接会

上記のほか、各ハローワークでは随時セミナーなどを開催しています。

青森労働局の取組

〇　本県経済は、物価上昇などの影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。
　　　　　　【青森県：３月７日発表　青森県経済統計報告（令和４年12月・令和５年１月の経済指標を中心として）】

〇　県内の景気は、持ち直している。
　　最終需要の動向をみると、公共投資は、横ばい圏内で推移している。設備投資は、増加している。個人消費は、全体
　としては回復している。住宅投資は、弱めの動きとなっている。
　　生産は、弱含んでいる。雇用・所得情勢は、全体としては改善している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【日本銀行青森支店：３月13日発表　県内金融経済概況３月公表分】

〇　2023（令和５）年２月度の青森県企業倒産は４件（前年同月比±0.00％）、負債総額は５億7100万円（同98.95％増）
　となった。倒産件数は前年同月比から増減は無かったが、前月比では２件増加。負債総額は全体的に1000万円台の小規
　模倒産が多かったものの、１月に破産申請の準備に入っていた老舗旅館（有）山のホテルの倒産（負債総額５億4000万
　円）により前年同月、前月から大幅に増加する結果となった。
　　なお、２月度は４件とも新型コロナウイルス感染拡大の影響を大きく受けたことによる「新型コロナウイルス関連倒
　産」で、これにより青森県における「新型コロナウイルス関連倒産」の累計は58件となった。
　　倒産抑制に効果を発揮したコロナ関連融資の返済は順次開始され、返済開始は2023年７月から2024年４月に集中する
　ことが予想される。こうした状況を踏まえ、中小企業庁は2023年１月10日より一定要件を満たした企業を対象に、民間
　の「ゼロ・ゼロ融資」からの借換に加え、他の保証付融資からの借換や、事業再構築等の前向き投資に必要な新たな資
　金需要に対応する新しい保証制度を開始している。ただ、資金繰りに追われる中小・零細企業の利用にはハードルが高
　く、「余裕を残した企業」だけの活用を懸念する声もある。
　　また、今年の春闘で「全労連」は、物価の高騰を踏まえ、べースアップ相当分と定期昇給分とを合わせて、賃金の10
　％以上、月額３万円以上の賃上げを求める方針を決めており、全国的に「賃上げ」に注目が集まっているが、中小企業
　にとって賃金体系の底上げは負担が大きく、資金繰りに悪影響を及ぼしかねない。企業は返済と昨今の物価高含めたコ
　ストアップの対応の両立を求められるも、有効な打開策が見い出せないなかで、体力を消耗した企業中心に倒産が急増
　する可能性は否定できないだろう。
　　　　　　　　　　　　【東京商工リサーチ青森支店：３月２日発表　2023（令和５）年２月度青森県企業倒産状況】

参考　２　他機関の景気判断・・・「職業安定業務取扱月報」P１参照

特徴

同上

有効求人倍率が23か月連続で１倍以
上

同上

有効求人倍率が21か月連続で１倍以
上

青森県の雇用失業情勢は、緩やかに持ち直しているものの、新型コロ
ナウイルス感染症や物価上昇が雇用に与える影響に留意する必要があ
る。

有効求人倍率が18か月連続で１倍以
上

同上

有効求人倍率が20か月連続で１倍以
上

同上

（改訂後の令和4年12月の有効求人倍率1.22倍）

有効求人倍率が22か月連続で１倍以
上

同上
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